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自己紹介

学生時代
1998年東京大学教養学部国際関係論学科卒業
１年間の留学を機に「計量社会科学」を勉強する決意
1999年よりハーバード大学大学院で政治学と統計学を学ぶ

大学教員、研究者として
2003年よりプリンストン大学で教鞭をとる
統計・機械学習プログラム初代ディレクター
2018年よりハーバード大学政治学部、統計学部教授
ここ数年、東大法学部政治学科で夏期講座を受け持っている
専門：計量社会科学、因果推論、プログラム・政策評価手法
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本日の発表

ビックデータ時代における科学的証拠の重要性
治療方法の決定、新薬の開発と承認
ビジネスにおける意思決定
ジャーナリズム、スポーツ、選挙運動、など

政策立案も科学的証拠に基づくべき
政策効果の検証
政策課題の解決
法廷における証拠の採用

科学的証拠に基づく政策実現の土台作り
米国の取り組み

政策実験とその影響
データの公開と共有
大学における人材育成
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ランド研究所による健康保険の政策実験

政策課題
医療費の本人負担の度合いは医療サービスの利用に影響を与えるか
費用負担の違いは、受ける医療の質と健康状態にも影響するのか

実験手続き
1971年から 1986年まで約 7700人の参加者　　　
健康保健省による数億円の実験
無作為割り当て

自己負担率が 0%, 25%, 50%, 95%の群
健康維持機構（HMO）群

なぜ「実験」が必要なのか
健康保険の選択は所得や家族構成によって変わる
負担率の影響がバイアスなしで推定できない
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実験結果

自己負担増加 �! 医療サービス利用頻度低下

医療サービスの質や健康状態に影響なし

例外：高血圧・口腔衛生
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政策への影響

政策への示唆
自己負担により、健康を損なうことなく医療費抑制出来る可能性
費用負担によって医療サービス利用頻度は低下するが、治療コスト自
体は変わらない

政策への影響
ニクソン、クリントン、オバマ政権下での医療保険制度改革
オバマケアを支持した最高裁判決
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科学的証拠に基づく政策の歴史と現状

第二次世界大戦後、無作為割り当て実験を用いた研究が薬学で登場
1946年、ストレプマイシンでの結核治療 (英国)
1954年、ポリオワクチン (米国)

新薬承認過程で無作為割り当て実験が必要に (米国は 1962年)

以後、米国では社会政策分野でも政策実験が活発化
社会経済的な困難を抱えた子供に対する就学前教育提供 (1960年代)
低所得世帯に対する住宅費補助 (1970年代)
小学校低学年における少人数教育（1980年代）
失業者への就業訓練（1980,1990年代）
発展途上国における援助プロジェクト（2000年代）

広い政策領域で実験が政策立案、評価に使われている

日本の現状
2011年：科学技術基本計画「客観的根拠に基づく政策の企画立案」
2013年：経済再生の為の「エビデンスに基づく政策評価」を閣議決定
2017年：骨太方針を元に EBPM推進委員会創設
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連邦・地方政府自ら科学的証拠に基づく政策を実践

Office of Evaluation Sciences（政策評価科学局）
オバマ政権がホワイトハウス内に設置（現在は行政管理予算局所属）
様々な分野の専門知識を備えた職員を揃え、政策の費用対効果を分析
結果は政府内外に公表
2015年には 10以上の政府機関と 60以上の政策実験を実施

公営住宅における省エネ
退役軍人のインフルエンザ予防接種率改善
大学入学手続きの支援
政府過剰資産の効率的な競売

地方政府レベル
コロンビア特別区長が科学的証拠に基づく政策を行う部局を設置
アーノルド財団の支援、研究者との共同プロジェクト
データ、分析結果の公開

銃犯罪対策センターの活動評価
警察官募集方法の改善
ドブネズミ集団発生の予測
街角のポイ捨て削減
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科学的証拠に基づく政策立案の３本柱

1 人材育成
統計学、計算機科学の充実
研究、教育における文理融合
様々な分野での、実践的なデータ分析研究・教育の促進

2 官学協働
学者参加による透明性・中立性の確保
官庁での専門的技術をもつ人材確保は不要
社会問題解決の為の学問としての社会科学

3 情報（データ）公開
外部検証が可能
科学的証拠そして政策の信頼性向上
産学官、また中央・地方政府間でのデータの共有
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人材育成

米国の現状

就職ニーズに裏打ちされ
た学生の関心の高まり

大学の必修科目としての
データサイエンス

ビジネススクール、公共
政策大学院での教育

大学、企業、財団、政府
による積極的投資

日本の現状
多くの大学には統計学部、計算機科学部がない
学際的なデータサイエンスのプログラムも少い
統計、機械学習分野での日本人研究者の層の薄さ
日本の学生の潜在能力の高さ
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官学協働

世界の現状
専門知識を備えた人材が政府機関、民間研究所に存在
学生インターン、ポスドク、客員フェローの活用
学者の政策評価への直接参加 �! 学術論文として発表
国際機関（世界銀行、国際通貨機関、国連、世界保健機構等）でも盛ん

日本の現状
官学協働の例は少いようである

電力消費削減の政策実験（経産省・京都府・関西電力)
学力変化の分析（埼玉県）

日本の政策評価事例が国際学術雑誌に発表されることはあまりない
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